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 （総則） 

第１条 令和７年度新潟県妙高市公共下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

 （１） 使 用 戸 数             ９，８７０戸 

 （２） 年間汚水処理量             ３，１０９千㎥ 

 （３） １日平均汚水処理量           ８，５１８㎥ 

 （４） 主要な建設改良事業           下水道施設改築更新事業 

 （収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

     収   入 

 第１款 下水道事業収益        １，７４７，１８６千円 

   第１項 営 業 収 益        ６３６，３５１千円 

   第２項 営 業 外 収 益      １，１１０，８３５千円 

     支   出 

 第１款 下水道事業費用        １，５６７，０８１千円 

   第１項 営 業 費 用      １，４３６，０３４千円 

   第２項 営 業 外 費 用        １２７，０４７千円 

   第４項 予  備  費          ４，０００千円 

 （資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に

対し不足する額６６７，９７５千円は、当年度分損益勘定留保資金３９７，９７５千円及び減

債積立金２７０，０００千円で補填するものとする。）｡ 

      収   入 

 第１款 資 本 的 収 入          ６４４，０００千円 

   第１項 企  業  債        ２４７，３５０千円 

   第２項 補  助  金        ３９２，８６９千円 

   第３項 分担金及び負担金         ３，７８０千円 

   第５項 寄  附  金                 １千円 

     支   出 

 第１款  資 本 的 支 出        １，３１１，９７５千円 

   第１項 建 設 改 良 費        ４７３，０９０千円 

   第２項 事  務  費          ８，６１９千円 

   第３項 企業債償還金         ８３０，２６６千円 
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 （企業債） 

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。                                                       

起債の目的 限 度 額 起債の方法 利 率 償  還  の  方  法 

下 水 道 施 設 

改築更新等事業 
209,200千円 

普通貸借又 

は証券発行  

年 4.0％ 

以    内 

政府資金については、その融資条件に

より、銀行その他の資金については、そ

の融資条件又は協定による。ただし、企

業財政の都合により繰上償還又は低利

債に借り換えすることができる。 

下水道事業債  

（特別措置分） 
13,800千円 

合 計 223,000千円 

 

 （一時借入金） 

第６条 一時借入金の限度額は、１００，０００千円と定める。 

 （予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

 （１） 各項の金額に不足を生じたとき。 

 （議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し又はそれ

以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。 

  （１） 職 員 給 与 費              ２９，５２６千円 

 （他会計からの補助金） 

第９条 企業債償還等のため一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、８９７，２９３千円

である。 

 

 

 

令和 ７ 年 ２ 月２７日 提出 

              新潟県 妙 高 市 長  城 戸 陽 二 

令和 ７ 年 ３ 月  日 議決 

              新潟県 妙高市議会議長  小 嶋 正 彰 
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　　　　　　　　収益的収入及び支出
【収　入】

1 下水道事業収益 1,747,186

1 営業収益 636,351

1 下水道使用料 635,826

2 その他営業収益 525

2 営業外収益 1,110,835

1 受取利息及び配当金 1

2 貸付金元利収入 572

3 補助金 690,424

4 長期前受金戻入 419,671

6 雑収益 167

令和７年度妙高市公共下水道事業会計実施計画明細書

目款・項 予定額
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1 下水道使用料 635,826 下水道使用料 635,826

1 手数料 24 排水設備等指定工事業者登録手数料 24

2 雑収益 501 修繕工事代金等 500

その他営業諸収入 1

1 受取利息 1 預金利息 1

1 貸付金元利収入 572 排水設備設置資金元金返金 572

2 他会計補助金 690,424 一般会計補助金 690,424

1 長期前受金戻入 419,671 国庫補助金等戻入 419,671

1 雑収益 167 土地貸付料等 167

説　　明

備　　考

（単位：千円）

節 予定額
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【支　出】

1 下水道事業費用 1,567,081

1 営業費用 1,436,034

1 処理場費 560,519

2 管渠費 12,525

3 総務費 31,483

目款・項 予定額
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10 光熱水費 127 水道使用料 127

12 委託手数料 551,804 上下水道包括委託料 537,628

その他の委託料 14,176

13 賃借料 2,707 放流渠敷地借地料 12

  機械借上料 2,695

14 修繕費 5,500 処理場機械等修繕費 5,500

20 保険料 381 下水道賠償責任保険料 25

  建物損害保険料 356

2 手当 231 時間外勤務手当 231

8 備消耗品費 188 消耗品費 188

13 賃借料 230 下水道管渠等敷地借地料 230

14 修繕費 11,220 マンホールポンプ等修繕費 11,220

15 動力費 656 マンホールポンプ電気料 656

1 給料 11,020 一般職給料　２人 11,020

2 手当 4,948 扶養手当 36

通勤手当 262

住居手当 336

  時間外勤務手当 807

  期末手当 1,543

  勤勉手当 1,276

寒冷地手当 198

児童手当 120

管理職手当 350

管理職特別勤務手当 20

3 賞与引当金繰入額 1,409 賞与引当金 1,409

5 法定福利費 2,427 職員共済組合負担金 2,409

地方公務員災害補償基金負担金 18

6 退職給付費 1,213 退職給付引当金 1,213

7 旅費 217 普通旅費 217

8 備消耗品費 490 消耗品費 490

9 燃料費 112 自動車ガソリン代 112

11 通信運搬費 241 郵便料 95

電話料等 131

運送料 15

12 委託手数料 5,128 口座振替手数料等 1,567

  料金等システム保守委託料等 3,561

13 賃借料 2,610 料金システム等賃借料 2,474

  その他賃借料 136

（単位：千円）

節

備　　考

予定額 説　　明
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【支　出】

目款・項 予定額

4 減価償却費 825,507

5 資産減耗費 6,000

2 営業外費用 127,047

1 支払利息 100,196

2 貸付金 572

4 雑支出 1,103

5 消費税 25,176

4 予備費 4,000

1 予備費 4,000

(下水道) －8－



（単位：千円）

節

備　　考

予定額 説　　明

14 修繕費 300 自動車等修繕費 300

16 会費負担金 570 日本下水道協会等負担金 215

会議及び研修会負担金 355

18 保険料 164 下水道賠償責任保険料 150

自動車損害保険料 14

20 雑費 15 その他雑費 15

21 貸倒引当金繰入額 619 貸倒引当金 619

1 有形固定資産減価償却費 825,507 有形固定資産減価償却費 825,507

1 固定資産除却費 6,000 下水道管渠等除却費 6,000

1 企業債利息 100,006 下水道事業債利息 77,726

農業集落排水事業債利息 22,260

  資本費平準化債利息 20

2 一時借入金利息 190 一時借入金利息 190

1 貸付金 572 排水設備設置資金預託金 572

1 雑支出 1,103 過年度過誤納還付金等 1,103

1 消費税 25,176 消費税及び地方消費税 25,176

1 予備費 4,000 予備費 4,000

－9－ (下水道)



　　　　　　　　資本的収入及び支出
【収　入】

1 資本的収入 644,000

1 企業債 247,350

1 下水道事業債 247,350

2 補助金 392,869

1 国庫補助金 186,000

3 他会計補助金 206,869

3 分担金及び負担金 3,780

1 分担金 580

2 負担金 3,200

5 寄附金 1

1 寄附金 1

予定額目款・項
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1 下水道事業債 247,350 下水道事業債（建設） 209,200

下水道事業債（特別措置分） 13,800

下水道事業債特別措置分等(借換債) 24,350

1 国庫補助金 186,000 公共下水道統合整備事業補助金 16,500

下水道施設改築更新事業補助金 169,500

1 他会計補助金 206,869 一般会計補助金 206,869

1 下水道事業分担金 580 受益者分担金 580

1 下水道事業負担金 300 受益者負担金 300

2 工事負担金 2,900 補償工事負担金 2,900

1 寄附金 1 寄附金 1

（単位：千円）

備　　考

節 説　　明予定額
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【支　出】

1 資本的支出 1,311,975
1 建設改良費 473,090

1 建設費 89,650

2 委託手数料 379,694

3 補償費 2,610

4 有形固定資産購入費 1,136

2 事務費 8,619
1 給料 4,179

2 手当 2,677

4 法定福利費 1,422

5 旅費 15

6 備消耗品費 100

10 委託手数料 66

14 会費負担金 98

17 雑費 62

3 企業債償還金 830,266
1 企業債償還金 830,266

予定額款・項 目
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1 建設費 89,650 管渠工事等 87,050
  処理場工事等 2,600

1 委託手数料 379,694 管渠等調査委託 246,563
  処理場更新等委託料 43,000

管渠実施設計委託 35,500
ストックマネジメント計画策定委託 50,000
マッピングシステムデータ更新委託 4,631

1 補償費 2,610 ガス水道管等移設補償費 2,610

1 有形固定資産購入費 1,136 処理場備品等購入費 1,136

1 給料 4,179 一般職給料　１人 4,179

1 手当 2,677 扶養手当 78
通勤手当 95
時間外勤務手当 692

  期末手当 931
  勤勉手当 782

寒冷地手当 99

1 法定福利費 1,422 職員共済組合負担金 1,405
地方公務員災害補償基金負担金 17

1 旅費 15 普通旅費 15

1 備消耗品費 100 消耗品費 100

1 委託手数料 66 積算システム保守業務委託料 66

1 会費負担金 98 積算システム負担金 98

1 雑費 62 高速自動車道通行料等 62

1 企業債償還金 830,266 下水道事業債元金 531,455
農業集落排水事業債元金 229,272
資本費平準化債元金 6,000
特別措置分等元金（借換債） 63,539

（単位：千円）
備　　考

予定額 説　　明節
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(単位：千円)

特別職
(人)

一般職
(人)

報酬 給料 手当 計

損益勘定
支弁職員

1 (1) 11,020 7,801 18,821 2,427 21,248

資本勘定
支弁職員

1 (1) 4,179 2,677 6,856 1,422 8,278

合　計 2 (1) 15,199 10,478 25,677 3,849 29,526

損益勘定
支弁職員

1 (1) 7,421 5,096 12,517 2,587 15,104

資本勘定
支弁職員

1 (1) 4,120 3,004 7,124 1,577 8,701

合　計 2 (1) 11,541 8,100 19,641 4,164 23,805

損益勘定
支弁職員

0 (0) 3,599 2,705 6,304 △ 160 6,144

資本勘定
支弁職員

0 (0) 59 △ 327 △ 268 △ 155 △ 423

合　計 0 (0) 3,658 2,378 6,036 △ 315 5,721

※（　）内は再任用職員数（外書き）

区　分 管理職手当 扶養手当 住居手当 通勤手当
時 間 外
勤務手当

管理職員特
別勤務手当

期末手当 勤勉手当

本年度 350 114 336 357 1,730 20 3,245 2,696

前年度 500 379 357 1,730 20 2,385 2,195

比　較 △ 150 △ 265 336 0 0 0 860 501

区　分 寒冷地手当 児童手当
単身赴任
手    当

地域手当 退職手当

本年度 297 120 1,213

前年度 179 355

比　較 118 120 858

  ア 会計年度任用職員以外の職員 (単位：千円)

特別職
(人)

一般職
(人)

報酬 給料 手当 計

損益勘定
支弁職員

1 (1) 11,020 7,801 18,821 2,427 21,248

資本勘定
支弁職員

1 (1) 4,179 2,677 6,856 1,422 8,278

合　計 2 (1) 15,199 10,478 25,677 3,849 29,526

損益勘定
支弁職員

1 (1) 7,421 5,096 12,517 2,587 15,104

資本勘定
支弁職員

1 (1) 4,120 3,004 7,124 1,577 8,701

合　計 2 (1) 11,541 8,100 19,641 4,164 23,805

損益勘定
支弁職員

0 (0) 3,599 2,705 6,304 △ 160 6,144

資本勘定
支弁職員

0 (0) 59 △ 327 △ 268 △ 155 △ 423

合　計 0 (0) 3,658 2,378 6,036 △ 315 5,721

※（　）内は再任用職員数（外書き）

(単位：千円)

合計

職
員
手
当
の
内
訳

給　　　　　与　　　　　費
法　定
福利費

職員数

給　与　費　明　細　書

区　　　分
法　定
福利費

合計

本
年
度

1　総　　　括
職員数 給　　　　　与　　　　　費

前
年
度

比
　
較

本
年
度

前
年
度

比
　
較

区　　　分
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区　分 管理職手当 扶養手当 住居手当 通勤手当
時 間 外
勤務手当

管理職員特
別勤務手当

期末手当 勤勉手当

本年度 350 114 336 357 1,730 20 3,245 2,696

前年度 500 379 357 1,730 20 2,385 2,195

比　較 △ 150 △ 265 336 0 0 0 860 501

区　分 寒冷地手当 児童手当
単身赴任
手    当

地域手当 退職手当

本年度 297 120 1,213

前年度 179 355

比　較 118 120 858

(単位：千円)

特別職
(人)

一般職
(人)

報酬 給料 手当 計

損益勘定
支弁職員

資本勘定
支弁職員

合　計

損益勘定
支弁職員

資本勘定
支弁職員

合　計

損益勘定
支弁職員

資本勘定
支弁職員

合　計

区　分 管理職手当 扶養手当 住居手当 通勤手当
時 間 外
勤務手当

管理職員特
別勤務手当

期末手当 勤勉手当

本年度

前年度

比　較

区　分 寒冷地手当 児童手当
単身赴任
手    当

地域手当 退職手当

本年度

前年度

比　較

(単位：千円)

合計

本
年
度

前
年
度

比
　
較

法　定
福利費

給　　　　　与　　　　　費

職
員
手
当
の
内
訳

(単位：千円)

職
員
手
当
の
内
訳

区　　　分

  イ 会計年度任用職員
職員数
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２　給料及び職員手当の増減額の明細
(単位：千円)

区　分 増　減　額 説　　　　　　　　明 備　　　　　　　　考
給　　料 3,658 201 給与改定実施時期

職員数の異動状況

　本年度　　　　  2人（1人）

　前年度　　　　  2人（1人）

　増　減　　　    0人（0人）

※（　）内は再任用職員数(外書き)

職員手当 2,378 70 期末・勤勉手当改定実施時期

　令和6年12月1日

97

職員の扶養手当改正に伴う減分 扶養手当改正実施時期

△ 265 　令和7年4月1日

寒冷地手当改正実施時期

　令和6年4月1日

118

職員の児童手当改正に伴う増分 児童手当改正実施時期

120 　令和6年10月1日

その他の増減分 2,308 職員の退職手当の増分
2,267

41

(前年度の給与改定率： 12.77 ％)
　※給与改定率とは、給与改定による給料・職員手当の給与の増減額を改定前の額で除した率。

３　給料及び職員手当の状況
　ア　職員１人当たり給与

行　　　政　　　職 技　能　労　務　職

３７６，８５０

４３０，１１４

５８歳　５月

３７２，６００

４３３，４０６

５６歳　０月

　※再任用職員は除く

　イ　初任給

区　分 学　歴

高校卒

大学卒

高校卒

大学卒
(Ⅱ種)

平均給与月額　(円)

平 均 年 齢

行　　政　　職

１８８，０００円

増 減 事 由 別 内 訳

区　　　　　　　　　　分

平均給料月額　(円)

平均給与月額　(円)

平 均 年 齢

令和7年1月1日
現　 　 　 在

給与改定に伴う
増減分  　令和6年4月1日及び

　 令和7年4月1日

人事院勧告等に伴う前年度の給
与改定による増分

職員の寒冷地手当改正に伴う増
分

国

その他の増減分 3,457 職員の会計間の異動等による増
減分

制度改正に伴う
増減分

職員の期末・勤勉手当の支給率
改定に伴う増分

２２０，０００円

１８８，０００円

２２０，０００円

職員の会計間の異動等による増
減分

令和6年1月1日
現　 　 　 在

妙高市

平均給料月額　(円)

（下水道） －16－



　ウ　級別職員数

級
職 員 数
(人)

構 成 比
(％)

級
職 員 数
(人)

構 成 比
(％)

１　　級 １　　級

２　　級 ２　　級

３　　級 1 50.0 ３　　級

４　　級 ４　　級

５　　級

６　　級 1 50.0

計 2 100.0 計

１　　級 １　　級

２　　級 ２　　級

３　　級 1 50.0 ３　　級

４　　級 ４　　級

５　　級

６　　級 1 50.0

計 2 100.0 計

　※再任用職員は除く

（級別の主な職務分類）
区分 ６　級 ５　級 ４　級 ３　級 ２　級 １　級

合　　　計 行　政　職 技能労務職

2 2

１号給(人)

２号給(人)

３号給(人)

４号給(人)

0.0% 0.0%

2 2

1 1

１号給(人)

２号給(人)

３号給(人)

４号給(人) 1 1

50.0% 50.0%

　※再任用職員は除く

令
和
７
年
１
月
１
日
現
在

令
和
６
年
１
月
１
日
現
在

本年度

前年度

係 長 ・ 副 参
事･主査等の
職務

比率(Ｂ)／(Ａ)　　　 (％)

上級係員
中級係員
初級係員

号給数別内訳

号給数別内訳

昇給に係る職員数(Ｂ) (人)

比率(Ｂ)／(Ａ)    　 (％)

職員数(Ａ)    　　　 (人)

昇給に係る職員数(Ｂ) (人)

行　　　　　政　　　　　職 技　　能　　労　　務　　職

　エ　昇給
区　　　　　　　　　　　分

職員数(Ａ)    　　　 (人)

区分

行政職
課長等のうち
指定する職務

課長等の職務
及び課長補佐
等のうち指定
する職務

課長補佐等の
職務及び係長
等のうち指定
する職務

－17－ （下水道）



　オ　期末手当・勤勉手当

4.600

(2.400)

4.500

(2.300)

4.600

(2.400)

　※（　）内は再任用職員の支給期別支給率

　カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

20年勤続
の者

25年勤続
の者

35年勤続
の者

最高限度

(月分) (月分) (月分) (月分)

　キ　その他の手当

定年前早期退職特例措置
(3％～45％加算)

その他の加算
措   置   等

備　考

支給率等 24.586875 33.270750 47.709000 47.709000
定年前早期退職特例措置

(2％～30％加算)

47.709000

前 年 度 有

国の制度 有
2.300 2.300

(1.200) (1.200)

2.250 2.250

(1.150) (1.150)

区　分
支給率計
(月分)

職制上の段階、
職務の級等によ
る加算措置

備　考

本 年 度 有
(1.200) (1.200)

支　給　期　別　支　給　率

6月(月分) 12月(月分)

2.300 2.300

扶　養　手　当 同

住　居　手　当 〃

通　勤　手　当 異

区　　　　分 国の制度との異同

区　分

国の制度
(支給率等)

24.586875 33.270750 47.709000
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当年度純利益 195,945

減価償却費 825,507

貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 1,458

引当金の増減額 1,699

長期前受金戻入額 △ 419,671

受取利息及び配当金 △ 1

支払利息 100,196

固定資産除却費 6,000

未収金の増減額（△は増加） 263

未払金の増減額（△は減少） △ 411

利息及び配当金の受取額 1

利息の支払額 △ 100,196

607,874

有形固定資産の取得による支出 △ 413,485

国庫補助金等による収入 392,869

一般会計又は他会計からの繰入金による収入 △ 24,020

△ 44,636

企業債による収入 247,350

企業債の償還による支出 △ 830,266

△ 582,916

△ 19,678

863,668

843,990

Ⅰ　営業活動によるキャッシュフロー

営業活動から得た現金・預金(純額)

Ⅱ　投資活動によるキャッシュフロー

投資活動から得た現金・預金(純額)

令和７年度妙高市公共下水道事業会計予定キャッシュフロー計算書

（令和7年4月1日～令和8年3月31日まで）

（単位：千円）

Ⅲ　財務活動によるキャッシュフロー

財務活動から得た現金・預金(純額)

Ⅳ　現金預金及び現金等価物　期中増減額

Ⅴ　現金預金及び現金等価物　期首残高

Ⅵ　現金預金及び現金等価物　期末残高
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千円 千円 千円

582,152

478 582,630

499,325

10,833

26,158

839,519

6,000 1,381,835

799,205

受取利息及び配当金 131

572

718,533

437,224

151 1,156,611

92,781

572

76,635 169,988 986,623

187,418

187,418

74,159

当年度未処分利益剰余金 261,577

当 年 度 純 利 益

繰越利益剰余金

(2) 貸 付 金

(3) 雑 支 出

経 常 利 益

(5) 雑 収 益

４ 営 業 外 費 用

(1) 支 払 利 息

(2) 貸付金元利収入

(3) 補 助 金

(4) 長期前受金戻入

(5) 資 産 減 耗 費

営 業 損 失

３ 営 業 外 収 益

(1)

(2) 管 渠 費

(3) 総 務 費

(4) 減 価 償 却 費

(2) その他営業収益

２ 営 業 費 用

(1) 処 理 場 費

令和６年度妙高市公共下水道事業予定損益計算書

１ 営 業 収 益

(1) 下 水 道 使 用 料

－21－ （下水道）



【資　産　の　部】

千円 千円 千円 千円

487,211

5,510,439

△ 2,325,301 3,185,138

31,666,643

△ 13,057,461 18,609,182

7,644,828

△ 5,990,851 1,653,977

1,366

△ 1,298 68

32,081

△ 27,930 4,151

2,925,677

26,865,404

20,000

20,000

26,885,404

863,668

15,572

15,572

31,771

4,282

36,053

△ 6,318 45,307

2,000

910,975

27,796,379

令和６年度妙高市公共下水道事業予定貸借対照表

（令和７年３月３１日現在）

１ 固 定 資 産

(1) 有 形 固 定 資 産

(ｲ) 土 地

(ﾛ) 建 物

減価償却累計額

(ﾊ) 構 築 物

減価償却累計額

(ﾆ) 機 械 装 置

減価償却累計額

(ﾎ) 車 両 運 搬 具

減価償却累計額

(ﾍ) 工 具 器 具 備 品

減価償却累計額

(ﾄ) 建 設 仮 勘 定

有形 固定 資産 合計

(2) 投資その他の資産

(ｲ) 出 損 金

投資その他の資産合計

固 定 資 産 合 計

２ 流 動 資 産

(1) 現 金 預 金

(2) 営 業 未 収 金

(ｲ) 未収下水道使用料

営 業 未 収 金 合 計

(3) そ の 他 未 収 金

(ｲ) 未収受益者分担金

(ﾛ) 未収受益者負担金

その 他未 収金 合計

貸 倒 引 当 金

(4) 有 価 証 券

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

（下水道） －22－



【負　債　の　部】
千円 千円 千円 千円

5,660,957
29,252

5,690,209

830,263
20,000

119,469
923

4,322
974,977

762,146
333,304
827,317

1,566,592
7,363,401
12,883,168
3,819,672
204,541

27,760,141
△ 12,862,858 14,897,283

14,897,283
21,562,469

【資　本　の　部】

5,140,206
10,000

5,150,206

69,606
12,521

82,127

370,000
使用済未処分利益剰余金 370,000
当年度未処分利益剰余金
繰越利益剰余金年度末残高 74,159

187,418
1,001,577

1,083,704
6,233,910
27,796,379

３ 固 定 負 債

(1) 企 業 債

(2) 引 当 金
固 定 負 債 合 計

４ 流 動 負 債

(1) 企 業 債

(2) 未 払 金

(3) 前 受 金

(4) 引 当 金

(5) その他流動負債
流 動 負 債 合 計

５ 繰 延 収 益

(1) 長 期 前 受 金

(ｲ) 受贈財産評価額

(ﾛ) 工 事 負 担 金

(ﾊ) 受 益 者 分 担 金

(ﾆ) 受 益 者 負 担 金

(ﾎ) 他 会 計 補 助 金

(ﾍ) 国 庫 補 助 金

(ﾄ) 県 補 助 金

(ﾁ) 寄 附 金
長期前受金合計

長期前受金収益化累計額

繰 延 収 益 合 計
負 債 合 計

６ 資 本 金

(1) 資 本 金

(ｲ) 組 入 資 本 金

(ﾛ) 繰 入 資 本 金
資 本 金 合 計

７ 剰 余 金

(1) 資 本 剰 余 金

(ﾊ)

(ｲ) 他 会 計 補 助 金

(ﾛ) 国 庫 補 助 金
資本剰余金合計

(2) 利 益 剰 余 金

当 年 度 純 利 益
利益剰余金合計
剰 余 金 合 計
資 本 合 計
負 債 資 本 合 計

(ｲ) 減 債 積 立 金

(ﾛ)

－23－ （下水道）



【資　産　の　部】

千円 千円 千円 千円

487,211

5,510,439

△ 2,424,585 3,085,854

31,759,726

△ 13,638,890 18,120,836

7,645,192

△ 6,134,521 1,510,671

1,366

△ 1,298 68

33,113

△ 29,054 4,059

3,263,859

26,472,558

20,000

20,000

26,492,558

843,990

14,698

14,698

611

30,454

4,299

34,753

△ 4,860 45,202

2,000

891,192

27,383,750

(ｲ) 出 損 金

(ｲ) 未収受益者分担金

(ﾛ) 未収受益者負担金

そ の 他 未 収 金 合 計

貸 倒 引 当 金

資 産 合 計

流 動 資 産

(4) そ の 他 未 収 金

営 業 未 収 金 合 計

(3) 営 業 外 未 収 金

(ｲ)

営 業 未 収 金

(1)

未収下水道使用料

令和７度妙高市公共下水道事業予定貸借対照表

（令和８年３月３１日現在）

１ 固 定 資 産

(1) 有 形 固 定 資 産

(ｲ) 土 地

(ﾛ) 建 物

減価償却累計額

(ﾊ) 構 築 物

減価償却累計額

(ﾆ) 機 械 装 置

減価償却累計額

(ﾎ) 車 両 運 搬 具

減価償却累計額

(ﾍ) 工 具 器 具 備 品

減価償却累計額

(ﾄ) 建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

投資その他の資産合計

(5) 有 価 証 券

流 動 資 産 合 計

２

(2) 投資その他の資産

(2)

現 金 預 金
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【負　債　の　部】
千円 千円 千円 千円

5,164,624
30,465

5,195,089

743,680
20,000

119,469
1,409

29,086
913,644

762,146
335,941
827,844

1,566,865
7,558,422

13,052,259
3,819,672

204,542
28,127,691

△ 13,282,529 14,845,162

14,845,162
20,953,895

【資　本　の　部】

5,510,206
10,000

5,520,206

69,606
12,521

82,127

300,000
使用済未処分利益剰余金 270,000
当年度未処分利益剰余金
繰越利益剰余金年度末残高 61,577

195,945
827,522

909,649
6,429,855

27,383,750

当 年 度 純 利 益
利益剰余金合計
剰 余 金 合 計
資 本 合 計

負 債 合 計

(ﾎ) 他 会 計 補 助 金

(ﾄ)

７ 剰 余 金

(1) 資 本 剰 余 金

(ｲ) 他 会 計 補 助 金

負 債 資 本 合 計

資本剰余金合計

(2) 利 益 剰 余 金

(ﾊ)

(ｲ) 減 債 積 立 金

(ﾛ)

県 補 助 金

資 本 金 合 計

繰 延 収 益 合 計

長 期 前 受 金

(ｲ) 受贈財産評価額

(ﾁ) 寄 附 金
長期前受金合計
長期前受金収益化累計額

(ﾍ) 国 庫 補 助 金

固 定 負 債

(1) 企 業 債

(2) 未 払 金

(3) 前 受 金

(ﾛ) 国 庫 補 助 金

(ｲ) 組 入 資 本 金

(ﾛ)

６ 資 本 金

(1) 資 本 金

繰 入 資 本 金

流 動 負 債 合 計
(5) その他流動負債

(1) 企 業 債

３

４

(2) 引 当 金
固 定 負 債 合 計

(ﾛ)

５ 繰 延 収 益

(1)

工 事 負 担 金

流 動 負 債

(ﾊ) 受 益 者 分 担 金

(ﾆ) 受 益 者 負 担 金

(4) 引 当 金

－25－ （下水道）
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注 記 

 

Ｉ．重要な会計方針 

 

 １ 有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券（時価のあるもの） 

・評価基準及び評価方法 決算日の市場価格等に基づく時価法による。（評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価は移動平均法により算定している。） 

 

 ２ 固定資産の減価償却の方法 

  （1）有形固定資産 

   ・減価償却の方法    定額法による。 

   ・主な耐用年数 

    建物         15～50年 

    構築物        13～50年 

    機械装置       15～20年 

    工具器具備品     3～15年 

  （2）無形固定資産 

   ・減価償却の方法    定額法による。 

 

 ３ 引当金の計上方法 

  （1）退職給付引当金 

    職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額に相当する金額の

うち、一般会計等との協議に基づき、公共下水道事業会計が負担すると見込まれる 30,465千円を

計上している。 

  （2）賞与引当金 

    職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当

年度の負担に属する額を計上している。 

 （3）貸倒引当金 

    債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績により回収不能見込額を計上している。 

 

４ 消費税及び地方消費税の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 
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Ⅱ．予定貸借対照表等関連 

 

１ 令和６年度 

（1）企業債の償還に係る他会計の負担 

    貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予定の

ものも含む｡）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は 3,836,821千円である。 

（2）賞与引当金の取崩し 

    期末手当及び勤勉手当として 4,792千円を支給することとなったため、賞与引当金 875千円を

取り崩した。 

 

２ 令和７年度 

（1）企業債の償還に係る他会計の負担 

    貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予定の

ものも含む｡）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は 3,392,803千円である。 

（2）賞与引当金の取崩し 

    期末手当及び勤勉手当として 5,455千円を支給することが見込まれるため、賞与引当金 923千

円を取り崩す予定 

 

Ⅲ．リース契約により使用する固定資産 

 

 １ リース会計に係る特例措置 

   所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっている。 

 

 ２ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額 

   １年内   28千円 

 

 


